















1932（昭和 7）年の全日本方面委員連盟発足前に開催された 1927（昭和 2）年の第 1 回全国方面委員会議や，
1929（昭和 4）年の第 2 回全国方面委員大会， 全日本方面委員連盟発足後の 1933（昭和 8）年から 1941（昭
和 16）年に開催された全国方面委員大会（3 ～ 12 回），1942（昭和 17）年の聖業完遂全国方面委員報
国大会（以下，総称する場合は「全国方面委員大会」という）である．しかしながら，このような全国方
面委員大会を実証的に比較分析した先行研究はなく，今後の課題として残されている．


























前述したとおり，第 1 回全国方面委員会議は 1927（昭和 2）年に開催され，1942（昭和 17）年の聖





































1927（昭和 2）年の第 1 回全国方面委員会議（10 月 21 日～ 25 日）は，財団法人中央社会事業協会（以
下「中央社会事業協会」という）の主催により会議と講習会が開催された．このうち会議は 10 月 21 日・
22 日に東京府東京市の明治神宮外苑日本青年館で開催され，第一委員会・第二委員会・第三委員会の各
委員会において協議と決議がなされた．一方，講習会は 10 月 23 日～ 24 日に内務省社会局大会議室で
開催された．
（2）第 2 回全国方面委員大会
1929（昭和 4）年の第 2 回全国方面委員大会（11 月 14 日～ 16 日）は，第 1 回と同じく中央社会事
業協会の主催により，東京府東京市の明治神宮外苑日本青年館で開催された．第一日（11 月 14 日）は
開会式や「林市蔵氏の講演」，協議会が実施され，第二日（11 月 15 日）は第一委員会・第二委員会・第
三委員会の各委員会における協議と決議，「内閣，内務省，大蔵省，内務省社会局，民政党及政友会各本部」
への「建議陳情」が実施された．そして大会の三日目（11 月 16 日）は「新宿御苑拝観」と「東京市内
外社会施設の見学」が催された．
（3）第 3 回全国方面委員大会
1933（昭和 8）年の第 3 回全国方面委員大会（2 月 28 日～ 30 日）は，前年（1932）に発足した財
団法人全日本方面委員連盟（以下「全日本方面委員連盟」という）の主催により，東京府東京市の日比谷
公会堂で開催された．第一日（2 月 28 日）は慰霊祭・開会式・研究協議会・代議員会が実施され，第二





第 3 回全国方面委員大会と同年（1933）の第 4 回全国方面委員大会（10 月 9 日～ 11 日）は，全日本
方面委員連盟の主催により，大阪府大阪市の中ノ島公会堂で開催された．第一日（10 月 9 日）は開会式や「社
会局保護課課長藤野惠氏の『児童虐待防止法に就て』と題する」講演，第一委員会・第二委員会の各委員
会における協議・決議が実施され，第二日（10 月 10 日）は各委員会における協議・決議と総会が実施
された．そして第三日目（10 月 11 日）は「大阪朝日，大阪毎日両新聞社の招待会」や「大阪府知事並
に大阪市長の招待会」が催された．
（5）第 5 回全国方面委員大会
1934（昭和 9）年の第 5 回全国方面委員大会（10 月 8 日～ 10 日）は，全日本方面委員連盟の主催に




1935（昭和 10）年の第 6 回全国方面委員大会（4 月 26 日～ 28 日）は，全日本方面委員連盟の主催により，
熊本県熊本市の熊本市公会堂で開催された．第一日（4 月 26 日）は慰霊祭や宣揚式・宣言・決議・表彰
が実施され，第二日（4 月 27 日）は第一委員会・第二委員会（下部構成は都市部会・農村部会）の各委





1936（昭和 11）年の第 7 回全国方面委員大会（5 月 25 日～ 27 日）は，全日本方面委員連盟の主催により，
岡山県岡山市の岡山市公会堂で開催された．第一日（5 月 25 日）は慰霊祭や宣揚式・宣言・決議・表彰
が実施された．第二日（5 月 26 日）の午前は岡山市公会堂に於いて総会が開催され，午後は第一委員会
（会場は岡山銀行集会所）と第二委員会（会場は岡山商工会議所）の各委員会において協議および決議が
なされた．そして第三日（4 月 28 日）の午前は前日に引き続き「協議会」が実施され，午後は「全員総会」
が開催された．そして第三日（5 月 27 日）は前日に引き続き各委員会の協議が実施され，午後から総会（会
場は岡山市公会堂）が開催された．
（8）第 8 回全国方面委員大会
1937（昭和 12）年の第 8 回全国方面委員大会（5 月 25 日～ 27 日）は，全日本方面委員連盟の主催
により，東京府東京市の日比谷公会堂で開催された．大会の正式名称は「方面委員制度創始二十周年並財
団法人全日本方面委員連盟創立五周年記念第 8 回全国方面委員大会」である．第一日（5 月 25 日）は慰
霊祭・宣揚式・宣言・追彰式と総会が実施された．第二日（5 月 26 日）は「都市に於ける生業扶助実例
（都市第一部会）」・「一般取扱実例（都市第二部会）」・「農村に於ける生業扶助実例（農村第一部会）」・「一
般取扱実例（農村第二部会）」で構成される「協議部会」と「内務大臣諮問事項に関する第一特別委員会」
が実施された．そして第三日（5 月 27 日）は「一般取扱実例（都市第二部会）」の「協議部会」と総会（会
場は東京劇場）が実施され，その後，「東京府知事並に東京市長招待に係る余興」が催された．
（9）第 9 回全国方面委員大会
1938（昭和 13）年の第 9 回全国方面委員大会（6 月 21 日～ 23 日）は，全日本方面委員連盟の主催により，
新潟県新潟市の新潟市公会堂で開催された．第一日（6 月 21 日）は慰霊祭・宣揚式・宣言・感謝状贈呈
式・協議総会や「特別講演『時局に対する所感』と題する本庄総裁の講演」が実施された．第二日（6 月
22 日）は二つの特別委員会と六つの研究部会に分かれ，「厚生大臣諮問事項及協議事項に就き協議検討を





1939（昭和 14）年の第 10 回全国方面委員大会（5 月 24 日～ 26 日）は，全日本方面委員連盟と宮城
県・仙台市の共同主催により，宮城県仙台市の文化キネマ劇場で開催された．第一日（5 月 24 日）は青
葉神社における「皇軍武運長久祈願並戦没委員の冥福祈願祭」や陸軍病院の訪問慰問が実施された後，慰
霊祭・宣揚式・協議総会や講演（「厚生省軍事扶助課長越野菊雄氏」の『軍事扶助に就いて』と厚生省「計
画課長大橋武夫氏」の『傷兵保護に就いて』）が実施された．第二日（5 月 25 日）は第一特別委員会（会
場は仙台市会議場）が「厚生大臣諮問事項を審議」し，第二特別委員会（会場は宮城県図書館）が「協議
事項を夫々討議」した．また「研究部会は軍事援護，一般取扱，並方面事業進展につき，各都市農村の六





1940（昭和 15）年の第 11 回全国方面委員大会（5 月 21 日～ 23 日）は，全日本方面委員連盟と奈良
県の共同主催により，奈良県奈良市の橿原神宮および建国会館で開催された．大会の正式名称は「紀元
二千六百年奉祝第 8 回全国方面委員大会」である．第一日（5 月 21 日）は橿原神宮で宣誓式が開催された後，
建国会館で慰霊祭・宣揚式・宣言・協議総会が実施された．第二日（5 月 26 日）は二つの特別委員会と









拝し奉りて』）が実施された．第二日（5 月 25 日）は第一部会（国民下部組織）・第二部会（生業援護）・
第三部会（医療保護）・第四部会（集団的輔導）・第五部会（軍人援護）という研究協議会に於いて「各研
究協議事項に関して各府県特異の意見なり実例なりの発表」がおこなわれた．そして第三日（5 月 26 日）
は協議総会（各研究協議会の報告など）が実施された．
（13）聖業完遂全国方面委員報国大会
1942（昭和 17）年の聖業完遂全国方面委員報国大会（6 月 2 日～ 4 日）は，全日本方面委員連盟の主催（後
援は厚生省・東京府・東京市，協賛は大政翼賛会・恩賜財団軍人援護会・中央社会事業協会）により，「式
典並総会場」が東京府東京市の日比谷公会堂，研究協議部会が五つの会場で開催された．第一日（6 月 2 日）
は慰霊祭・宣揚式・協議総会および「賀屋大蔵大臣の特別講演」が実施された．そして「総会場に於ける

























徴的なクラスター数（隣接するクラスター数間で “ 階層の結合水準値 ” に最も差があるクラスター数のう













1 13 366 0.97819
2 12 358 0.95154 0.027
3 7 272 0.91058 0.041
4 5 86 0.89941 0.011
5 3 107 0.87314 0.026
6 2 86 0.85677 0.016
7 4 50 0.85292 0.004
8 4 165 0.84298 0.01
9 3 145 0.77243 0.071
10 3 40 0.71133 0.061
11 2 130 0.65258 0.059




表 4 の分析結果は，全国方面委員大会の各年次における協議事項（キーワード群）が 12 のクラスター





備考：第 1 回は全国方面委員会議．第 2 ～ 12 回は各回全国方面委員大会．第 13 回は聖業完遂全国方面
委員報国大会．
一方，同じサンプルクラスター 11 に属する 1939（昭和 14）年の第 10 回全国方面委員大会と 1940
























































1 第 10 回 0.11
2 第 11 回 0.25
（2）全国方面委員大会における決議事項
全国方面委員大会における決議事項は，第 1 回全国方面委員会議，第 2 回全国方面委員大会，第 4 回
全国方面委員大会，第 5 回全国方面委員大会，第 6 回全国方面委員大会，第 7 回全国方面委員大会，第











的なクラスター数（隣接するクラスター数間で “ 階層の結合水準値 ” に最も差があるクラスター数のうち

















1 11 317 0.96892
2 10 300 0.92288 0.046
3 8 248 0.88342 0.039
4 7 225 0.86946 0.014
5 5 177 0.85055 0.019
6 3 122 0.83693 0.014
7 2 73 0.81825 0.019
8 2 52 0.76526 0.053
9 2 48 0.74587 0.019


































1 第１回 第５回 第８回 第９回 第７回 第６回 第４回 第10回
2 第２回 第11回 第12回
備考：第 1 回は全国方面委員会議．第 2 ～ 12 回は各回全国方面委員大会．
表 8 の分析結果は，全国方面委員大会の各年次における決議事項（キーワード群）が 8 のクラスター
構造であることを示している．このうち，複数のサンプルが属しているサンプルクラスター 1・3・4 は
異なる年次の決議事項（キーワード群）が類似した特徴であるといえよう．具体的には，サンプルクラス
ター 1 に属する 1927（昭和 2）年の第 1 回全国方面委員会議と 1929（昭和 4）年の第 2 回全国方面委
員大会の決議事項（キーワード群）が類似した特徴であり，サンプルクラスター 3 に属する 1937（昭和
12）年の第 8 回全国方面委員大会と 1940（昭和 15）年の第 11 回全国方面委員大会の決議事項（キー
ワード群）も特徴が類似している．さらに 1938（昭和 13）年の第 9 回全国方面委員大会と 1941（昭和
16）年の第 12 回全国方面委員大会の決議事項（キーワード群）も同様である．
表 9 は，複数のサンプルが属するサンプルクラスター 1・3・4 について検定値が最も小さいサンプル（す
なわち当該クラスターの重心に近く，そのクラスターに特徴的なサンプル）を分析した結果である．この
分析結果（表 9）に基づくならば，サンプルクラスター 1 は第 2 回全国方面委員大会の決議事項（検定
値 0.11）が特徴的なサンプルである．また，サンプルクラスター 3 は第 8 回全国方面委員大会の決議事
方面委員による組織的な運動の特性
項（検定値 0.21）が特徴的なサンプルであり，サンプルクラスター 4 は第 12 回全国方面委員大会の決
議事項（検定値 0.15）が特徴的なサンプルであるといえよう．
表 9　サンプルクラスター 1・3・4 に属するサンプルの検定値
1：サンプルクラスター 1 3：サンプルクラスター 3 4：サンプルクラスター 4
SEQ 検定値 SEQ 検定値 SEQ 検定値
1 第２回 0.11 1 第８回 0.21 1 第12回 0.15
2 第１回 0.45 2 第11回 0.3 2 第９回 0.33








第 1 回全国方面委員会議（1927） 第 2 回全国方面委員大会（1929）






第 8 回全国方面委員大会（1937） 第11回全国方面委員大会（1940）
第 9 回全国方面委員大会（1938） 第12回全国方面委員大会（1941）
第10回全国方面委員大会（1939） 第11回全国方面委員大会（1940）
第11回全国方面委員大会（1940） 第10回全国方面委員大会（1939） 第 8 回全国方面委員大会（1937）
第12回全国方面委員大会（1941） 第 9 回全国方面委員大会（1938）
聖業完遂全国方面委員報国大会（1942）
全国方面委員大会における協議事項・決議事項の通時的な変容は二つの期間で関連性を示している．す
なわち 1927（昭和 2）年から 1929（昭和 4）年に至る期間（第 1 回全国方面委員会議と第 2 回全国方
面委員大会における決議事項），1937（昭和 12）年から 1941（昭和 16）年に至る期間（第 8 回全国方
面委員会議と第 12 回全国方面委員大会における協議事項・決議事項）である．一方，1933（昭和 8）年





表 10 からも理解できるように，1927（昭和 2）年から 1929（昭和 4）年に至る期間は第 1 回全国方
面委員会議と第 2 回全国方面委員大会の決議事項が関連している．一方，両大会の協議事項は関連性が
示されていない．この両大会は，第 3 回全国方面委員大会以降と異なり，中央社会事業協会が主催して
いる．また，両大会に挟まれた 1928（昭和 3）年は 47 道府県全域に方面委員制度が設立された年であ
る（表 1 参照）．したがって，この時期における方面委員の組織的な運動は，関連団体（中央社会事業協会）
と協力しながら取り組んでいた点が特徴である．




な段階に入ったことを示しており，1933（昭和 8）年の第 3 回全国方面委員大会以降，全国方面委員大
会は全日本方面委員連盟が主催団体となった．したがって，この時期における方面委員の組織的な運動は，
当事者団体（全日本方面委員連盟）を基盤とした取り組みが特徴である．
1937（昭和 12）年から 1941（昭和 16）年に至る期間（第 8 回全国方面委員大会から第 12 回全国方
面委員大会）は，複数の大会で協議事項と決議事項が関連性を示している．この時期の初年次にあたる















1927（昭和 2）年の第 1 回全国方面委員会議から 1942（昭和 17）年の聖業完遂全国方面委員報国大会
までの各大会における概要を整理し，各年次における全国方面委員大会の内容をテキスト・マイニングの
方法によって比較分析した．その結果，以下の特性が明らかになった．





②1933（昭和 8）年から 1936（昭和 11）年（第 3 回全国方面委員大会と第 7 回全国方面委員大会）に
おける方面委員の組織的な運動は，当事者団体（全日本方面委員連盟）を基盤とした取り組みが特徴で
ある．
③1937（昭和 12）年から 1941（昭和 16）年（第 8 回全国方面委員大会から第 12 回全国方面委員大会）
における方面委員の組織的な運動は，方面委員の制度化（方面委員令の施行）を基盤とした取り組みが














で分析する際，キーワードの「最小基数」は 2，「最大基数」は 3 に設定した．
３）各年次の全国方面委員大会における決議事項をテキスト・マイニング（ソフトウエアの WordMiner®）


































変数相互の関係性で具体的に支持された理論命題４・５（共時的側面 [ 同時期における関連事象 ] の理論）
の項目は以下のとおりである。①方面委員が所属する組織特性や当該地域（行政区画）における方面委員
の職業特性が異なると実践主体や実践の内容の特徴も変容する。②方面委員が所属する組織特性や当該地
域（行政区画）における方面委員の職業特性が異なっても、実践の対象者の特徴は変容しない場合（つま
り共通点）が多い。また、理論命題１で支持された項目は、実践の内在的諸要素（従属変数）に影響を及
ぼす政策・制度（独立変数）は、属人的な外在的要因（方面委員が所属する組織の特性や地域単位の職業
特性）に影響を受ける可能性が高いという点であった。
一方、通時的側面（関連事象の時系列変容）の理論では、方面委員の実践の場に内在する外在的要因が
通時的・共時的に変容しても、実践の内在的諸要素である実践の対象者（従属変数）は影響を受けない。
また、通時的な政策・制度（独立変数）の変容は方面委員の実践に強い影響を及ぼす。
